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新幹線用高所作業車の安全保護技術   

SafetyTechnologyforHighAerialStationWagon  
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新幹線用高所作業車は，新幹線の電車線路で高所作業を行うために開発された車両である．建設用の高所作業車は平地で固定  

して使用するが，この車両は最大80傾斜した場所で走行しながら使用するため安全装置の役割は非常に重要である．高所作業  

機の安全装置として過負荷防止装置，作業範囲制限装置及び障害物検知装置を装備したが，特に作業範囲制限装置では車体傾斜  

量に応じた補正を行う新しい方式を開発した．また，車両をモデル化し，数値解析ツールによる車両の安定性解析を行い，実際  

の車両による試験との比較で解析結果が妥当であることを確認した．  

Ahighaerialstationwagon（HW）hasbeendevelopedformaintainingwiresandotherpartsofsuperexpressrailway  
SyStemS・SafetysystemsareveryimportantbecausetheHWisusedrunningonslopingground（8degreesmax．）while  

generalaerialvehiclesareusedfixedonlevelground．Therefore，theHWisequippedwithanoverloadlimiter，WOrking  

Spherelimiterandobstaclefinder．Especially，COnCerningtheworkingspherelimiter，Wehavedevelopedanewmethod  

tocompensateforslopes．Wehavealsoanalyzedthestabilityofthewagonagainstfallingoverusingacomputerandhave  

COnfirmeditbyevaluationtesting．  

1．ま え が き  

新幹線用高所作業車（以下HWとする）は，新幹線電力用作  

業車の一機種として開発された車両で，電車線路（架線や架線支  

持物の総称）の保全作業や工事に使用する．車体後部にはクレー  

ンアーム型の特殊な作業機（エレベータ装置）を装備している．  

このエレベータ装置の先端部にある作業用バスケットに乗り，高  

所にある電車線路設備の保守点検を行う．   

建設工事に使用されている高所作業車は平地でアウトリガ等で  

車体を固定して作業を行うが，それに対しHWではサスペンシ  

ョンは固定するが，最大カント200（車体が左右方向に80傾斜）  

の状態で走行しながら作業しなければならない．さらに作業用バ  

スケットを目的の場所に移動するには架線，吊架線等の電車線路  

を回避する必要がある．そのためエレベータ装置は操作が容易で  

あるとともに，各装置，機器には高い信頼性と安全性が備わって  

いる必要がある．   

2．新幹線用高所作業車の構成  

図1にHW外観を示す．   

2．1車体構造   

HWはディーゼル機関を動力源とし，トルクコンバータ及び  

逆転機能付き変速機を経て推進軸，終減速機を介して後車軸を駆  

動する1軸駆動方式となっている．   

車体構成は前運転室，後運転室，機関室，屋根上作業台及びエ  

レベータ装置から成り，主要諸元は表1のとおりである．   

また，主な特徴は以下のとおりである．  

（1）マルチ運転席   

鉄道車両として必要な前運転席・後運転席以外に，作業台及   

びエレベー タ装置に携帯型の運転パネルを取付け可能とし，合   

計4箇所から運転位置を選択できる．  

（2）定低速走行機能  

図1 日W外観  HWを左斜め後方から見た様子．  

Outsideview of HW  

表1 主要諸元  
SpecificationofHW  

項  目 仕 様 値   

車 両 重 量  27000kg   

エンジン定格出力  230PS／2000rpm   

全長×全幅×全高  11340×3000×4450mm   

作業範囲  
バスケット    （水平方向×垂直方向）   9000×8000mm  

許容荷重   250kgf  

走行しながら保全作業を行う場合，一定の速度でゆっくりと  

走行する定低速走行機能（0～10km／h）が必要となる．走低  

速運転のために，可変油圧ポンプ及び油圧モータを介して無段  

階に速度を変えられる電子制御式油圧駆動方式HST（Hydro  

Static Transmission）を内蔵した走行用トランスミッション  

＊1研究開発部電子機器課長   ＊4研究開発部電子機器課  
＊2研究開発部新製品開発課主務 ＊5新幹線鉄道事業本都電気都電力課  

＊3車両・機器技術部管理課  
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ックコントローラ（以下PLCとする）により行っている．従来  

の制御ロジックはリレーで構成されていたが，それらをソフトウ  

ェアで置換えることにより，制御装置を大幅に小型化した．また，  

ソフトウェアであるため，仕様の追加・変更も容易に行うことが  

できる．   

運転席は，速度表示及びエンジン回転数表示をディジタル表示  

し，速度段の指示やアクセル指令も電気的に行っている．そのた  

め運転席一つ当たり約80点の入出力があるが，これらの入出力  

はPLCの通信機能で行い，配線量を従来の10分の1以下に削  

減している．   

3．安全システム  

図4にHWの安全システムの概念図を示す．人命を守るのは  

もちろんのことだが，保全車両であるため，架線や線路を守るた  

めの安全装置や，非常脱出装置を装備した．安全システムの大部  

分はPLC内のソフトウェアで実現した．  

を開発した．  

（3）重連機能   

回送時の運行形態で，複数台の車両が連結し，司令を行う車   

両（主機）の操作により他の車両（補機）の速度段切換・ブレ   

ーキ操作及びエンジン回転数制御を自動的に行う鉄道固有の機   

能である．  

（4）エレベータ装置   

旋回軸が2軸で旋回中心が915mmオフセットした構造とし，   

ブーム旋回中心を車体中心から左右方向にずらせるようにした．   

そのため車体中心真上にある架線にぶつからないようブームを   

伸ばすことができ，電車線路周囲のあらゆる場所で作業可能と   

なった．  

図2にエレベータ装置の構造を，図3にエレベータ装置によ   

る高所作業の様子を示す．図中でトロリー線は蛇行して設置さ   

れているため長丸で表した．   

2．2 電気系統   

エレベータ装置を含む，車両全体の制御をプログラマブルロジ  

表 示・警 報 装 置  
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図2 エレベータ装置の構造  エレベータ装置の構造とセンサ取付位  

置．  

Mechanicalstructure ofelevator  

、 ＼  

図4 安全システム  HWに装備されている安全システム．  

矢印は情報の流れを表している．  

Diagramofsafetysystem  

3．1走行機能安全装置   

走行機能では次のような安全装置を装備している．  

（1）非常脱出装置  

制御装置が故障したとき，車両がそのまま線路上にいると営   

業運転の妨げになる．そこでエンジンなどを直接操作して走行   

し，保守基地へ戻るための装置を設けた．  

（2）架線加圧検知装置   

架線に電気が加圧されているときに保全作業を行うと感電す   

る危険があるため，架線加圧時に警報を発する．  

（3）各種インタロック   

運転席切替時，走行モード切替時，作業時などにインタロッ  

ク（条件がそろわないと捜作でき‘ない）を設定した．  

（4）逸走防止装置   

停車時に運転者がブレーキをかけずに柾席すると，逸走の危   

険があるため警報を発しブレーキをかける．  

（5）EB（EmergencyBrake）装置   

車速が15km／hを超えた状態で，一定時間以上運転操作を   

行わないと警報を発しブレーキをかける．  

図3 HWによる高所作業  エレベータ装置を使用した高所作業の様子．  

車体は約80傾斜している．太線の丸は架線などの線路である．  

HWelevatorinoperation  
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3．2 高所作業安全装置   

高所作業用に以下の安全装置を装備した．  

（1）作業範囲制限装置   

作業用バスケットの位置を監視し，安定度が1．3未満になりう   

る領域への移動を制限する．  

（2）過負荷防止装置  

車両を転倒させようとする力を監視し，この力が規定値以上   

になると警報を発する．またその際，ブームの伸長・伏倒及び   

車体中心から遠ぎかる方向への旋回を禁止する．  

（3）障害物検知装置  

エレベータ装置のブームの周囲に透過型の光センサを配し，   

ブームが架線等に接近すると警報を発する．   

4．転倒防止技術  

高所作業車構造規格（労働省告示第70号）によれば，安定度  

は次式で定義される．  

ーム先端と車体中心との左右方向の距離yは以下のようにして  

求まる．  

Y＝lLcos8×sin（α＋β）十IsinαI   

ただし，  

エ：ブーム長さ（mm）  

J：旋回フレームの長さ（mm）  

α：旋回フレーム旋回角（収納状態が原点）（り  

β：ブーム旋回角（収納状態が原点）（○）   

なお，車体に対して前後方向に関しては，車両がカウンタウェ  

イトの役割を果たすため規定荷重内では転倒の危険性がなく，作  

業範囲制限では考慮しないこととした．   

前述の式で求まるバスケットの位置は，車体を基準とした座標  

系のものである．そのため，車体が傾くと座標軸もー緒に傾いて  

いく．車体が80傾くと地上高8mの地点では位置が1m以上も  

ずれてしまい，誤差としては大きすぎる．そこで車体に車体傾斜  

計を取付け，傾斜量に応じた補正を行うこととした．   

車体傾斜分の補正は，車体前後方向を軸として座標軸を回転さ  

せると考えればよい．補正後の座標軸は地面を基準にしたものに  

なる．車体傾斜量の補正は，以下の行列演算により行う．  

（：）＝仁：誌；≡…）（；）＝（ヱ：志茂：£ 

ただし，  

）  

∂：車体傾斜角（○）  

y：ブーム先端と車体中心との左右方向の距離（mm）  

y：補正後の左右方向の距離（mm）  

Z：ブーム先端から車体下面までの距離（mm）  

z：ブーム先端の地上高（mm）   

上記の補正後の作業範囲を草体後方から見ると，図5のように  

なる．網かけ部が作業範囲制限装置で制限される領域である．車  

体の傾斜量にかかわらず，地上から見た作業範囲は変化しない．  

安定モーメント  
安定度＝   

転倒モーメント   

ここで安定モーメントとは転倒支点より安定側にある累積モー  

メント，転倒モーメントは転倒支点より転倒側にある累積モーメ  

ントである．   

この規格では水平な場所で安定度が1．3以上でなければいけな  

いとしている．一般の高所作業車は水平な場所で作業を行うのに  

対し，HWは最大80傾斜した場所で作業を行うため，この規格  

を参考にして80傾斜した場所で安定度が1．3以上になるように  

車両を設計し，安全装置を設定した．   

4．1過負荷防止   

転倒モーメント（負荷）を計測する方法は種々考えられている  

が，HWでは起伏シリンダ油圧を基に計算する方法を用いた．  

この方法は油圧配管に油圧センサを取付けるだけで良いため，機  

械的強度を損なわないという利点がある．図2のような構造の場  

合，転倒モーメント机は次式により求めることができる．  

Mil＝PAsinγ×LFCOSe   

γ＝tan－1芸至芸   

ただし  

P：起伏シリンダ油圧（kgf／cm2）  

A：起伏シリンダ断面積（cm2）  

エF：定数（起伏シリンダ取付位置）（mm）  

γ：起伏シリンダ起伏角（○）  

β：ブーム起伏角（つ   

∂，C：定数（mm）   

4．2 作業範囲制限   

作業範囲制限を実現する方法として，ブームの長さを旋回方向  

に応じて数段階に規制する方法が広く用いられている．具体的に  

は作業領域を前後左右の4領域に分割し，それぞれに作業範囲を  

設定する方法などがとられている．この方法では装置を簡単にす  

ることができるが，その→方で安全であるにもかかわらず作業を  

行うことができない領域があるという欠点を持つ．HWでは作  

業性を犠牲にしないようにするために，バスケットの位置を監視  

する方法をとった．この方法ではセンサ情報を基にバスケットの  

位置を計算して制限を行うので，安全な領域のどこででも作業を  

行うことができる．   

図2のようにエレベータ装置に取付けたセンサの情報から，ブ  

図5 作業範囲図  作業範囲制限装置による作業範囲．  
Working sphere 

5．安定性解析  

車両の安定性解析のためにHWの計算モデルを作成し，数値  

解析ツールによる解析を行った．計算モデルでは図6に示すよう  

に車体を11の部品に分割し，それぞれの形状，重量，重心位置，  

互いの連結方法を定義した．  
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（a）ブームを伸ばした状態で積載荷重を増加させる   

図6 計算モデル  数値解析に用いた計算モデル．  

Numerical analysis 

‘数値解析における慣性等の大きさは，積載荷重250kgf，風速  

16m／s，昇降慣性力0．25m／s2相当，旋回慣性力0．05m／s2相当，  

走行慣性力0．1m／s2相当とした．ここで昇降慣性力とはブーム  

の起伏・屈折等の運動の加減速に伴って生じる慣性力，旋回慣性  

力とはブームの旋回運動の加減速に伴って生じる慣性力，走行慣  

性力とは走行運動の加減速に伴って生じる慣性力である．   

数値解析の結果，草体傾斜80の状態で車体左右方向に9m強  

の範囲内で安定度が1．3以上になることが分かった．これはすべ  

ての電車線路の保守を行うのに十分な範囲であり，保全作業にお  

いて車両が規格を満たしていることが分かる．また，数値解析で  

求めた転倒モーメントの大きさを基に，過負荷防止装置のパラメ  

ータを設定した．   

6．評 価 試 験  

数値解析の結果の評価のため，実際の車両による試験を行った．  

試験要領は以下のとおりである．  

（1）バスケットの積載荷重Okgfの状態で，車両進行方向に対し   

て水平真横にブームを伸ばしていき，ブーム長さと起伏シリン   

ダ油圧との関係を測定する．  

（2）その状態でバスケットに60kgfずつ300kgfまで5回に分   

けて重りを載せてゆき，積載荷重と起伏シリンダ油圧との関係   

及び，積載荷重と車輪の板ばねのたわみ量との関係を測定する．  

（3）重りをすべて下ろして，ブームを伸ばした状態でブームの起   

伏操作を行い，起伏角と起伏シリンダ油圧との関係を測定する．   

試験と同じ条件で同じ動作を数値解析ツールで解析し，それぞ  

れの関係のグラフを求めた．図7に結果の一部を示す．  

（a）のグラフから車体のバランスの変化が分かるが，解析結  

果と実測値がほぼ一致している．そのため保全作業において車両  

が安定していること，及び作業範囲制限の範囲が妥当であること  

が分かる．  

0  10  20  30  40  50  60  70  80  90  
ブーム起伏角（○）   

（b）積載荷重Okgfでブームを起こす  

図7 試験結果  数催解析による計算結果に評価試験の結果をプロット  
した．  

Results of evaluation test 

（b）のグラフで，操作時の油圧は実測値の方が最大10％程度  

大きいが，起伏角が小さいとき実測値は解析結果より小さ〈はな  

らないことが分かる．そのため数値解析結果を基に過負荷防止装  

置のパラメータを設定すれば，過負荷防止装置は実際よりさらに  

安全サイドで機能することになる．   

これらの結果から，高所作業においてHWは十分な安全性を  

持っていると言える．   

丁．あ と が き  

HWは国産では初めての製品である．既存の外国製の車両と  

比較してみると，まず旋回軸が一つしかなかったのがオフセット  

付2段になり作業性が大幅に向上した．また，運転席が4箇所に  

なった上，運転席の操作性も勝っている．エレベータ装置の安全  

装置は，従来製品では障害物検知と過負荷防止のみであったのに  

対し，作業範囲制限を加えた三つの安全装置を装備している．特  

に作業範囲制限では草体傾斜分の補正を行う新しい方式を用いて  

おり，作業性を損なうことなく安全性を確保している．   

今後もユーザニーズを取入れた改良や付加機能の充実等により，  

安全性を損なうことなく操作性に優れた製品造りに向けて努力し  

ていきたい．  
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